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アジア経済法令ニュース No.22-46 

 添付法令資料 1： 韓国環境親和的産業構造への転換促進に関する法律（目次） 

 添付法令資料 2： 中国商標代理監督・管理規定（目次） 

 添付法令資料 3：内燃機関の駆動によるオートバイ以外の自動車のバッテリー式 

  電気自動車への転換に関する 2022 年 8 月 9 日付 

  インドネシア共和国運輸大臣規則 No. 15（目次） 

 添付法令資料 4： ベトナム機動警察法（目次） 

                    弁護士法人 瓜生･糸賀法律事務所 

                             2022 年 11 月 11 日（金） 

 

第 1 日本国 主要新法令及び改正法令 

1 最低賃金の改正決定に関する公示（官庁報告福岡労働局最低賃金公示第 5 号） 

22.11.07 公布／22.12.10 発効 

2 農薬を登録した件（農林水産省告示第 1823 号、第 1824 号） 

22.11.08 公布 

3 特定物質等の規制等によるオゾン層の保護に関する法律第四条第二項の規定

に基づき製造数量の許可申請受付期間を定める件（経済産業省告示第 183 号） 

22.11.08 公布 

4 最低賃金の改正決定に関する公示（官庁報告宮城労働局最低賃金公示第 2 号、

栃木労働局最低賃金公示第 2 号、千葉労働局最低賃金公示第 3 号、山口労働局

最低賃金公示第 2 号） 

22.11.08 公布 

5 CLT パネル工法を用いた建築物又は建築物の構造部分の構造方法に関する安

全上必要な技術的基準を定める等の件の一部を改正する件（国土交通省告示第

1115 号） 

22.11.08 公布／同日施行 

 

第２-1 中国 主要新法令及び改正法令 

1 市场监管总局办公厅关于实施《场（厂）内专用机动车辆安全技术规程》有关

事项的意见 

22.09.26 公布 国家市場監督・管理総局弁公庁 市監特設発[2022]87 号／

22.12.01 施行 

2 商标代理监督管理规定 

22.10.27 公布 国家市場監督・管理総局令第 63 号／22.12.01 施行 

 

第 2-2 中国会計・税務法令 
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掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 2-3 中国金融（Banking, Securities & Insurance）法令 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 3 ロシア 

1 ロシア連邦における外国市民の法的地位に関するロシア連邦法律及び個別の

ロシア連邦法規への変更の導入に関する 2022 年 7 月 14 日付ロシア連邦法律

No.357-FZ 

一部を除き、公布の日から施行 

2 ロシア連邦における税関規制及び個別のロシア連邦法規への変更の導入に関

するロシア連邦法律へ変更を導入することに関する 2022年 7月 14日付ロシア

連邦法律 No.313-FZ 

公布の日から 90 日経過後に施行 

3 ロシア連邦における税関規制及び個別のロシア連邦法規への変更の導入に関

するロシア連邦法律第 120 条への変更の導入に関する 2022 年 7 月 14 日付ロ

シア連邦法律 No.314-FZ 

公布の日から 30 日経過後に施行 

4 その余の最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 

 

第 4 ベトナム 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 5 韓国 

1 学校安全事故予防及び補償に関する法律施行規則一部改正令 

22.11.07 公布 教育部令第 288 号／同日施行 

2 犯罪被害者保護法施行規則一部改正令 

22.11.07 公布 法務部令第 1037 号／同日施行 

3 オゾン層保護のための特定物質の製造規制等に関する法律施行令一部改正令 

22.11.08 公布 大統領令第 32981 号／23.01.01 施行 

4 がん管理法施行令一部改正令 

22.11.08 公布 大統領令第 32982 号／同日施行 

5 勤労者参与及び協力増進に関する法律施行令一部改正令 

22.11.08 公布 大統領令第 32983 号／22.12.11 施行 

6 性暴力防止及び被害者保護等に関する法律施行令一部改正令 

22.11.08 公布 大統領令第 32985 号／同日施行 

7 旅客自動車運輸事業法施行令一部改正令 

22.11.08 公布 大統領令第 32986 号／同日施行 

8 航空事業法施行令一部改正令 
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22.11.08 公布 大統領令第 32987 号／22.12.08 施行 

 

第 6 台湾 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 7 シンガポール 

1 Business Trusts (Amendment) Act 2022 

Passed by Parliament on 3 Oct 2022 and assented to by the President 

on 25 Oct 2022 

2 Income Tax (Amendment) Act 2022 

Passed by Parliament on 3 Oct 2022 and assented to by the President 

on 25 Oct 2022 

3 Customs Act 1960 - Customs (Valuation) (Amendment) Regulations 2022 

First published in the Government Gazette, Electronic Edition, on 7 

Nov 2022 and come into operation on 11 Nov 2022; No.S873/2022 

 

第 8 タイ 

1 民商事法典を修正・補充する仏暦 2565 年（西暦 2022 年）の法律（第 23 次） 

22.11.06 制定／官報により公布された日（22.11.08）から 90 日経過後に

施行 

 

第 9 インドネシア 

その最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 

 

第 10 フィリピン 

1 OFFICE OF THE PRESIDENT 

  EXECUTIVE ORDER NO. 7, S. 2022 

  ALLOWING VOLUNTARY WEARING OF FACE MASKS IN INDOOR 

AND OUTDOOR SETTINGS, REITERATING THE CONTINUED 

IMPLEMENTATION OF MINIMUM PUBLIC HEALTH STANDARDS 

DURING THE STATE OF PUBLIC HEALTH EMERGENCY RELATIVE 

TO THE COVID-19 PANDEMIC 

22.10.28 付 

2 BANGKO SENTRAL NG PILIPINAS 

  CIRCULAR NO. 1159, S. 2022 

  IMPLEMENTING RULES AND REGULATIONS OF THE MANDATORY 

AGRICULTURE, FISHERIES AND RURAL DEVELOPMENT 
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FINANCING UNDER REPUBLIC ACT (R.A.) NO. 119O1 OR "THE 

AGRICULTURE, FISHERIES AND RURAL DEVELOPMENT 

FINANCING ENHANCEMENT ACT OF 2022 

22.11.04 付／全国流通新聞において公布された日から 15 日後に施行 

3 BANGKO SENTRAL NG PILIPINAS 

  MEMORANDUM NO. M-2022-047 

  TEMPLATES FOR MERGER AND CONSOLIDATION OF BANKS 

22.11.09 付 

 

第 11 インド 

その最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 

 

第 12 モンゴル 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 13 カザフスタン 

1 カザフスタン共和国の 2030 年までの法政策コンセプションの実現に係る行

動計画の承認に関するカザフスタン共和国政府決定 

2022 年 4 月 29 日付 No.264／署名の日から施行 

2 カザフスタン共和国の憲法裁判所に関するカザフスタン共和国憲法的法律 

2022 年 11 月 5 日付 No.153-VII ZRK／一部を除き、公布の日から 10 暦日

経過後に施行 

3 カザフスタン共和国の人権オンブズマンに関するカザフスタン共和国憲法的

法律 

2022 年 11 月 5 日付 No.154-VII ZRK／一部を除き、公布の日から 10 暦日

経過後に施行 

4 検察に関するカザフスタン共和国憲法的法律 

2022 年 11 月 5 日付 No.155-VII ZRK／一部を除き、公布の日から 10 暦日

経過後に施行 

5 行政的違法行為に関するカザフスタン共和国法典への変更及び追加の導入に

関するカザフスタン共和国法律 

2022 年 11 月 5 日付 No.158-VII ZRK／一部を除き、公布の日から 60 暦日

経過後に施行 

 

第 14 ウズベキスタン 

1 外国籍者のウズベキスタン共和国領域からの出国の際の購入済み商品に対す

る付加価値税の返還制度の導入に関するウズベキスタン共和国内閣決定 

2022 年 11 月 8 日付 No.653／同月 9 日施行 

2 コーポレート関係の法的基盤の更なる改善に係る措置に関するウズベキスタ
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ン共和国大統領決定 

2022 年 11 月 8 日付 No.PP-415／同月 9 日施行 

3 事業活動の国家規制の簡略化に係る措置に関するウズベキスタン共和国大統

領令 

2022 年 11 月 9 日付 No.UP-244／同月 10 日施行 

4 いくつかのウズベキスタン共和国法令への変更の導入に関するウズベキスタ

ン共和国法律 

2022 年 11 月 7 日付 No.ZRU-801／同月 8 日施行 

 

第 15 トルコ 

1 個人所得税法及び特定の法律と同等の効力を有する決定における変更の実施

に関する法律 

2022 年 11 月 3 日付 No.7420 同月 9 日官報 No.32008／一部を除き、公

布の日から施行 

 

第 16 メキシコ 

その最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 

 

第 17 ミャンマー 

1 投資及び対外経済関係省投資及び企業管理局告示第 140/2022 号（注：登記を

抹消される会社のリストを公示する件） 

22.11.01 制定 

 

第 18 添付法令資料 

   1 韓国環境親和的産業構造への転換促進に関する法律（目次） 

   2 中国商標代理監督・管理規定（目次） 

   3 内燃機関の駆動によるオートバイ以外の自動車のバッテリー式電気自動車

への転換に関する 2022年 8月 9日付インドネシア共和国運輸大臣規則 No. 15

（目次） 

   4 ベトナム機動警察法（目次） 

 

【アジア経済法令ニュース編集メンバー】 

糸賀 了   弁護士 最高顧問パートナー 

瓜生 健太郎 弁護士 マネージングパートナー 
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宍戸 一樹  弁護士：インドネシア・マレーシア・台湾・韓国・ロシア法令担当 

 兼ラテン‐アメリカデスク主任 

穴田 功   弁護士 日本国及びニューヨーク州：タイ・香港・シンガポール・ 

インド・南アフリカ法令担当 

谷本 規   弁護士：香港・越南・フィリピン・インドネシア法令担当 

金田 繁   弁護士：インドネシア法令担当 

広瀬 元康  弁護士 日本国及びフランス国：メキシコ・ブラジル・インド・バン

グラデシュ法令担当兼ヨーロッパ・アフリカ・中東デスク主

任 

森 啓太   弁護士 日本国及びニューヨーク州：租税・独占禁止・知的財産・越

南・韓国・インドネシア法令担当 

谷添 学   弁護士 日本国及びニューヨーク州：インド・パキスタン・バングラ 

デシュ・スリランカ・南アフリカ・インドネシア法令担当 

熊代 なつみ 弁護士：インドネシア法令担当 

卜部 晃史  弁護士：インドネシア法令担当 

野島 未華子 弁護士：インドネシア・フィリピン法令担当 

千葉 香苗  弁護士：越南法令担当 

塚本 聡   弁護士：インドネシア法令担当 

上村 遥奈  弁護士：インドネシア法令担当 

大牟田 啓  弁護士・公認会計士：財務・会計・税務・韓国法令担当兼モンゴルデ

スク主任 

梶間 茂樹  弁護士：シンガポール・インドネシア法令担当 

永井 万紀子 弁護士：インドネシア法令担当 

正木 湧士  弁護士・弁理士：日本法令担当 

萩原 亮太  弁護士：ベトナム法令担当 

山本 大介  弁護士：シンガポール法令担当 

山田 重嗣  公認会計士・税理士：財務・会計・税務法令担当 

穂積 比呂子 税理士：租税法担当 

山本 志織  パラリーガル：インド・パキスタン・バングラデシュ・スリランカ・ 

南アフリカ・ブラジル法令担当 

ジュロフ ロマン  外国法事務弁護士（ロシア連邦弁護士） 
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：ロシア・ウクライナ・ベラルーシ法令担当 

ヤラシェフ ノディルベック  外国法研究員（ウズベキスタン共和国弁護士） 

：ウズベキスタン・カザフスタン・トルコ・ロシア法令担当 

リッキ・A・サボナイ  外国法事務弁護士（フィリピン共和国弁護士） 

：フィリピン法令担当 

吉岡 京   パラリーガル：越南法令担当 

為川 千草  パラリーガル：韓国・インド法令担当 

 

関連ベトナム法人 

  UIVN CO.,LTD 

 

提携先中国律師事務所 

  上海堅海律師事務所  

 

（追記） 

 1 中国の主要法令の日本語訳文は、アジア経済法令速報（年 24 回発行）を通じて

有償にて提供しております。 

 


